



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ｃ国 ００８２２２ 2０（国民的労働＊１）1８（国民的労働＊０９）2１（国民的労働＊０．７５） ０００２２２
の不等労働量交換の第一の内容と規定されるべきものである。他方，世
界的労働に還元された同氏的労働iｉｔとおりの交換が等労働戯交換という
ことになる。もちろん，この両者はともに世界1ilj場における等価交換と
規定できるものであるが，前者は不等労働｣11交換であるが故に，国際分
業の変化を生み出し，その根拠としての超過トリ潤を失わせしめるもので
ある。
この設例でもって，労働のiii度の差と４１１座性の差を区別すると次のよ
うになる。まず，国民的労働の世界的労働への還元比率を決めているも
のは，先に述べたように労働の強度の叢であって生産性の差ではない。
労働の強度が高まればそれによって対象化される労働の猛も塒大するの
であるから，国民的労働における不等労limhllIt交換であっても，労働の強
度の比率に応じて還元された世界的な等労働鉦交換であれば，同一量の
人間労働が対象化されていることになる。これは同量の労働が対象化さ
れている商品と商品との交換であり，文字どおりの等価交換である。他
方，生産性の差の問題は，各|E|ごとのIlM別的価値が世界市場における単
一の社会的価値である世界的Iili値に収れんする場合に関係してくるもの
だから，世界的労働への還元比率には関係しない。Ｂ国商品の１８労働
量の価値が20労働戴に評(I11iされていることのなかに，生藤性の格差の
問題が示されているのである。したがって〆貨弊価値の差を生み出すも
のは各国ごとの労働のりiii度の差だけであり，それは自然的な限界が与え
られているのだから，各'五1のｌｌｆ幣ｌｌｌｉＩｌ１Ｉ〔のltll述の比率はｌ:ｌの比率からあ
まり乖離することはないということになる。
もちろん，この国民的労働の世界的労働への還元比率は〆貨幣価値の
比率としてまず現れる。この比率は，世界的労働が基軸通貨国の国民的
労働として示されることから，現実には各ＩＥＩと基軸通貨国との外国為替
相場として現象する。この還元比率が為俳↑１１場として現象することから
複雑な問題が生じること}こなる。そのH11Illは，貨幣価値の大きさは金の
生産費，ないし金の獲得２Vによって規定されているので，生産性の問題
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が貨幣の価値規定に入ってきているからである。第三章で検討したよう
に，ある部門での生産性の上昇は，輸出における超過利潤を生み出し，
その結果，貨幣価値を低下させる。このことが，貨幣I11i値の相違を労働
の強度の差から乖離させる。そのため，先には同一の商品種類のもとで
しか存在することのなかった生産性の格差による価値量の変更という問
題が国民経済のすべての商品の問題として生じてくることになる。その
結果，貨幣(Ⅱi値の大きさがその実体としての国民的労働に対してより小
さくなった国は，貿易によってより多くの労働量を獲得することができ
るのである。
これが国際的な不等労働量交換の第二の場合である。この内容は生産
性の向上の結果，貨幣価値が低下し，それによってより多くの他国の労
働を獲得することができるということである。もちろん，これは上で述
べた第一の場合を前提にして成立するものである。実は，表１１のＢ国
の還元比率は，単に国民的労働のijii度の差だけでなく，この生産性の上
昇に基づく貨幣価値の低下が含まれていたのであった。つまり，Ｂ国は
例外的に高い生産性によって二iXiの仕方でより多くの他国の国民的労働
を獲得していたということになる。この第二の場合も既存の生産条件を
前提にした場合には，国際的な等I111i交換と規定できるものであるが，先
に生産性の問題について論じたところで指摘したように，輸出による超
過利潤が失われれば，この関係も消失することになる。しかも，この関
係は資本の競争とそのもとで繰り広げられる国際分業の変化によって，
日々減少していく関係なのである。したがって，この関係が長期間にわ
たって存在し続けることはありえない。この意味でいえば，仮に「先進
国」のｌ労働日が「発展途上国」の３労働と交換されている場合に，そ
れを等価交換であると規定するだけで不十分であり，世界的労働におけ
る不等労働並交換であるとしなければならない。したがって，生産･性の
高い国の労働がより多くの価値を生むという関係が恒常化していること
は，以下で述べることを別にすれば世界Tli場における価値法則の貫徹で
1２５
はなく，その侵害であろう。
以上述べてきたことから，単純に生産性の高い国を「先進国」とみな
すことはできないであろう。これまでの論述から明らかに，生産性の高
い国の労働が生産性の低い国の労働に比べてより多くのIil1ill((を生産する
ということはない。結果的により強められた労働として評価されるに過
ぎないということである。しかし他力，一般に「先進国」と規定される
国が多くの商１W】生産部''11において世界市場の平均的な生産ﾌﾞﾉ水準よりも
高い生産性を持っていることも事実である。そのため，多くの商品生産
部門において，輸出における超過利潤を獲得し，より多くの労働が対象
化された他lTilの商品を獲得することができる。さらに，IIil際的な不等労
働戯交換の第二の場合がつけ加わっている。「先進国」では技術革新が
先行的に行われ，次から次へと新しい生産方法が導入され，結果的に他
の国との'''１で生産性の格差を恒常化させているからである。「先進国」
で仮にある部門での生産性が他国の生産性の｣:鼎に比べて-|･分に大きい
という条件が失われたにしても，その他の多くの部門においては未だ生
産力の発展格差が存在し続けているであろう。一般に同時にあらゆる部
門でllt界市場における平均的な生産,性のレベルに低下するということは
ありえないからである。その結果，貨幣価値は恒常的に(IWFしていくこ
とになる。したがって，「先進国」は，tliに生産性の高いllilと規定され
るべきではなく，常に生産力を発展させている|Ｆ１とすべきであろう。こ
の論】1M段階にいたれば，先進国とそれ以外の[正1との貨幣Illi値のｲ'1違のｌ１Ｉ
題を「唾1民的生産力水準」の差として規定することも十分可能であり，
また実証研究をしていくうえで積極的な意義を持つものであるが，ここ
で述べてきたような限定をつけないで，マルクスの「価値法lIlIの修正」
命題の1111解から媒介をつけずに直接的に導き出すとしたら，それは誤り
であろう(“)。
金本位iljll度のもとでの不等労働量交換の第三の場合は，外[Ⅲ1為替取り｜
の持つliJil有の問題から生じる。第一章で述べたように，世界市場におけ
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る商品価値は基軸通貨国の国民的価値として表現され，自国の商品の世
界的価値は現存する為替相場の数値に基づいて計算される。外国為替相
場は金平価を中心にしながらも，金の現送費の枠内で変動する。そのた
め，基軸通貨による価値表現は，貨幣価値そのものからも乖離するよう
になる。しかも，国際貿易を決済する外国為替手形のほとんどが基軸通
貨国通貨建てで振り出されることによって，輸出入の差額のあり方にか
かわらず，金の現送費は常に非基軸通貨国の資本が負担することにな
る(45)。為替手形の需給の結果，為替相場の変動が|÷1国通貨に有利に働
くこともあるが，国民経済を一つの単位にとってみれば常に金の現送費
を非基軸通貨国の資本が負担しているのであるから，一般的には自国通
貨が金価値よりも切り下げられ，その部分だけ国民的労働が失われると
いうことになる。
以上，国際的な不等労働城交換について３つの場合について論じてき
たが，それが不換制度のもとでいかに発展するかを次節で検討しよう。
第二節不等価交換を全面化する不換制度
貨幣信用制度が金本位制度から管理通貨制度へと発展することによっ
て，不等労働量交換の問題がどのようになるのかを検討することがこの
節の課題である“6)。前節で検討した３つの場合のうち，第一の場合は
金本位制度のもとであろうと不換制度のもとであろうと基本的な内容は
変化しない。不換iIill下で大きく異なるのは，第二の場合である。そして，
この第二の場合に第三の場合が結びついて現われてくるのである。
金本位制度のもとでは，外国為替相場の変動は世界貨幣としての金が
各国間を移動することによって制限されている。また，その変動の中心
となる金平価そのものも一回の貨幣信用制度の軸心を形成するものであ
るだけに，簡単に変更されることはなかった。各国ごとの現実的な貨幣
llli値は，基軸通貨に対する外国為替相場によって表されることになるの
だから，国民的労働の世界的労働への還元比率は一定の制限が与えられ
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ていたことになる。そのためｗ各国の国民的労働の世界的労働への還元
も，あまり労働の実体から乖離することはなく，前節で不等労働量交換
として規定したものも世界市場全体を視野にいれてみれば部分的なもの
でしかなかったということである。
他方，不換通貨制度は独占資本主義，すなわち帝国主義の時代に固有
の貨幣・信用制度であり，金融資本が支配的資本となることによって成
立した通貨制度である(47)。この段階では，自由競争は否定され，競争
も平均利潤を生み出すものとしては機能しない。資本間に平等の関係が
存在しなくなっているからである。その結果，自由競争段階とは異なっ
て，商品価格も弾力性が失われ，価値から乖離したもとで硬直的になる。
したがって，国際価格も世界的価値から乖離することが一般的になる。
ただし，この独占価格における不等価交換は，帝国主義段階の資本主義
一般の問題であり，国内外を問わずに行われている。この問題も重要な
問題であるが，世界市場における固有の問題ではないので，指摘するに
とどめておこう。中心となる問題は，不換制度のもとでの貨幣価値の問
題である。
不換制度では国民的貨幣の価値は政府と中央銀行の裁量のもとにおか
れ，実体としての労働から大きく乖離する。特に外国為替相場の管理に
よって，国民的貨幣の対外的価値は窓意的に決定されるようになる。国
内的な不換制度への移行を基礎にして，第二次世界大戦後にＩＭＦ体制
が成立するが，このＩＭＦ体制のもとで外国為替相場は各国の価値関係
から大きくはなれることになる。つまり，ＩＭＦ体制は国際的な不等価
交換が全面化する国際的梼理通貨体制であり，この点で国際的な金本位
制度と異なっている。
ＩＭＦ体制の出発点となった第二次大戦直後の．世界経済は，一方で巨
大な生産能力を持つアメリカと他力で戦争によって破壊された国々によ
って特徴づけられる。各国は復興のための商品をアメリカから輸入しな
ければならなかったが，その輸入のための外貨は決定的に不足していた。
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各国は輸出促進のために各国通貨をドルに対して過小評価させてＩＭＦ
制度に参加した。アメリカ以外の国の絶対的な資本不足という状況の中
で，自国の国民的労働の世界的労働への迩元比率を切り下げることで，
輸出の拡大を図ったのである。他方，アメリカ01'1からいえば，より多く
の他国の国民的労働を独得できることになり，固定相場制度はきわめて
有利に作用した。
しかし，先進諸国の場合，各国の生産が復興し，生産性が向上してい
く中でこの関係が変化してくる。生産性上昇の結果，まず輸出部門での
過小評価が是正され，緒采的にその'画|定された為替相場が輸出部門の国
民的労働の世点的労伽への遡元比率を表すようになる。しかし，固定相
場はそのまま維持されるのであるから，今度は逆に，アメリカ以外の先
進諸国の労働が強められた労働として評Iilliされることになる。そのため，
輸出可能な生産部門が拡大し，先進諸国は.恒常的な輸出超過国となる。
他方〆低開発諸国の場合はどのようなものであったのであろうか。
ＩＭＦ体制の出発点では先進諸国の場合と基本的に同じであった。異な
るのはその後の事態の変化である。低開発諸国は政治的独立の達成後，
経済的な自立を図るために工業部門を新たに(||出しようとしたが，その
部門の生産'注は世界的な水準からみれば最も低いものでしかなかった。
そのため，その生産を維持するためには当該生産部門の商品の輸入を制
限し，その部門を世界市場から遮断させることが必要であった。しかし，
工業化のため生産財，’二11五|で供給できないlj洲料は輸入せざるを得なく，
その獲得のために一次雌1W,の輸出の拡大が求められた。低開発諸国は植
民地支配を受けた結果，一次産品生産が国内の産業Wlli造のなかで肥大化
しており，外貨獲得はその一次産品輸出を中心とせざるを得なかったか
らである。したがって，この部''１]での生産性の上昇が求められ，生産麺
の拡大が必要とされた。生産性が世界的水準よりも高くなれば超過利潤
を狸得することができ，輸出城を拡大させることで外貨収入が増大する
からである。しかし，この動きは他の低開発諸国の新たな対応を引き起
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こすことになる。一般に低開発諸国は，一国の輸出のかなりの部分をあ
る特定の商【Wjに依存しているので，その商品の輸出の削減につながるこ
とを兇過すことは不可能であるからである。他国の対応が生産性を上昇
させるというものであれば，その商品価格は下がるにしても，実体とし
ての労働の関係は以前と同じものである。だが，為替相場を切り下げる
ことによって対抗するようになると，国民的価値の切り下げ競争が行わ
れることになる。つまり，労働の強度の差に応じた為替相場では輸'11を
行うことが不可能になるので，国民的労働の環元比率を切り下げること
によって輸出を行うことになる。したがって，低開発諸国で主に生産さ
れる一次産品の国際価格は，各国のこうした切り下げられたI11i値規定を
内に含むことになるために，輸出しようとする国は国民的労働の切り下
げを余儀なくされている。このことが一次産品の国際通貨でのIiili格表現
が低いことの理由となっている。また，価格が低くなることによって獲
得される外貨の総量が減少し，輸出入を均衡化させるためにさらに自国
通貨を切り下げざるをえないという悪循環に陥っている。その結果～低
開発諸国の外国為替相場が，価値関係を大きく離れることになるのであ
る。
以上述べてきたような固定相場制度は1970年代に崩壊し，国際的な
貨幣・信川制度は変動相場制度へと移行した。この変動相場制への移行
によって，６０年代末までに蓄積された先進諸国間の貨幣([lli値の問題は
是正されることになった。しかもそれは80年代には単に経済的実体に
合わせて是正されるだけでなく，「国際通貨協力」の名のもとで意図的
に政策手段として利用されるようになった。しかし，他方の低開発諸国
の場合は変動相場制への移行後も基本的な関係は維持されている。低開
発諸国が自国の外国為替相場を国際通貨としてのドルに|画|定させている
という柵造は変化しておらず，1987年末で７４カ国が事実｣:ドルに為替
相場をリンクさせている〔‘8)。したがって，低開発諸国との間での貨幣
価値のｌＩｉ１題は是正されてはいない。逆に，７０年代の国際収支の赤字に
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よってインフレーションが激化し，そのもとで為替相場が切り下げられ
てきたので，貨幣価値の格差は拡大さえしているのである。
もちろん，不換制度のもとであっても，等労働量交換を求める均等化
作用そのものは働いている。単なる生産性の格差にもとづく超過利潤は，
資本の競争によって引き下げられる方向にある。不換制下における競争
は独占の成立という条件によって，常に等労働城交換を結果するような
競争としては働かないが，各金融資本は技術革新とそれによってもたら
される超過利潤をめぐって激しい競争を行なっている。このことから，
超過利潤は失われる傾向にあるといえるが，しかし他方で，その金融資
本間の競争のもとで，資本間関係における支配・強制関係が成立し，そ
の関係によって引き起こされる国際的な不等労働量交換も激化している。
帝国主義段階の資本主義は，弱肉強食の世界であり，経済法則の侵害が
一般的になるからである。
さらに，実体としての労働から貨幣価値が乖離することによって，こ
の乖離を利用しようとする運動も強まってきている。それは，一方で低
開発諸国に向けた直接投資が拡大することであり，他方で低開発諸国か
らの国際的な労働力移動が活発化していることである(`，)。どちらも，
価値の実体としての労働に対する評価が，各国ごとに異なることによっ
て生みだされたものであり，戦後に拡大された不等労働量交換に対する
反発である。このことは為替相場が窓意的に梼理されているために，逆
に実体経済の方が動いていることを示している。もちろん，これらのこ
とによって世界的な等労働鼠交換が行われているわけではない。行われ
ないからこそ，それを利用しようとする資本の運動が生じているという
ことである。
以上の検討から明らかなように，国民的価値の世界的価値への還元が，
自国通貨と国際通貨との交換比率（外国為替相場）によって担われてい
るために，低開発国の場合，国民的価値の大きさが世界的価値としては
過小に評価されることになる。不換制度のもとでは，世界貨幣としての
1３１
金の自由な輸出入が行われないため，金本位制度と同じ形式で等労働量
交換にむけた均等化作用が働かない。逆に，貨幣価値が窓意的に決めら
れることで，それが実体としての労働から大きく乖離することになり，
国民的労働の喪失が全面化する。いわば，価値の実体からかけ離れた比
較生産費説的な世界が現出しているのである。この結果が，われわれの
目の前に存在している現象，すなわち「先進国」のｌ労働日が「途上
国」の多くの労働日と交換されるという現象をもたらしているのである。
したがって，このことを世界市場における等価交換と規定しえないこと
は}ﾘｊらかであろう。世界市場において(ll1i値法則が貫くということは，あ
くまで世界的な等労働量交換に向けて諸資本が運動することでなければ
ならない。現代の国際的な貨幣・信用;liIl度は，先進諸国主導の国際的管
理通貨体制であり，それが一つの基軸となって世界的な等価交換が阻ま
れているのである。これが不換制下における不等Iilli交換の本質的な内容
である。
おわりに
世界的価値と国民的価値との関係はどのようなものなのか，世界市場
における等価交換，不等労働城交換とは何か，不換制下のもとでそれが
全面化している理由は何か，について検討を行ってきた。ここでさしあ
たり，次の結論を与えることができるだろう。
まず，世界Tlj場において６１玉l民経済内と同様に，実体としてのIIli値規
定を与えることができるということ，その場合，各国国民経済が並列的
に対称的に存在していないことによって，その世界的価値は現実には基
軸通貨国の国民的価値として現象するということが指摘された。そして，
この世界的価値を基準にして，世界的な等mi交換であるかどうかが評価
されなければならないこと，世界市場における等(lIi交換と規定できるも
のの中に〆世界Tlj場の特殊性ゆえに，不等労働量交換と規定すべきもの
132
と等労働鍬交換と規定すべきものとが存在することが示された。この二
つの区別が必要となるのは，それを与えられた既存の生産諸条件を前提
にした場合とそれを世界市場における運動の中でとらえた場合と区別す
るためである。このうち，不等労働量交換と規定できる場合，生産性の
高い国はそうでない|盃1から貿易によってより多くの労働を獲得できるの
である。そして，この生産性の相違によって生じる貨幣価値の相違が固
定的になる条件が検討され，この相違が金本位制度のもとでは部分的で
限定的なものに過ぎないこと，しかしそれは不換制下で全面下し，現代
における不等価交換の基礎となっていることが明らかにされた。
以上の諸点が祇極的に展開されたとすれば、本稿の課題は達成された
ことになる。しかし，これらの問題は金本位制度を基本的に前提とした
うえで，概念的に展開されたものであり，不換制下のもとでの不等価交
換については，理論的により発展させなければならないであろう。また，
この国際的な不等(ll1i交換の問題が低開発諸国の経済発展をどの程度阻害
してきたかについての実証が求められていよう。それが新国|県経済秩序
(NIEO）の基礎となるものだからである。これらの点を筆者の今後の
課題としたい。
｡、
》王
(1)国際価値論争における各論点については，木下［5]，１１１１|｜［19］を
参照されたい。
（２）この論争に積極的に参力Ⅱし，その論点を整理された木~卜悦二氏によ
って一貫した体系として理論化されてきている。木下［7]，［8]。
（３）吉村［39］ｐ3゜
（４）資本制的生産様式と国家との関係は「プラン論争」の中で検討され
てきた。ここでの国民経済の規定はマルクスの「経済学批判体系」の
プランを念頭においている。後半体系の最近の論点については，木
下・村岡［9］が詳しい。国民経済の概念については，背信［38]，プ
ラン論争については，吉信［37］を参照。
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（５）「資本論」の対象が外国貿易を捨象した一国の資本主義をみたもの，
あるいは全ilW業世界を一国とみたものとみなされる理[ilはここにある。
事実を分析するに際し，分析の対象において本質的でないものは捨象
されることが必要だからである。
（６）「工場制度がある範囲まで普及して一定の成熟度に達すれば，こと
に工場制度自身の技術的基礎である機械がそれＩ÷I身また機械によって
生産されるようになれば，また石炭と鉄の生産や金属の力I1工や運輸が
革命されて一般に大工業に適合した一般的生産条('|:が確立されれば，
そのときこの経営様式は一つの弾力性，一つの突発的飛躍的な拡大能
力を獲i(けるのであって，この拡大能力はただ原料と販売Tlj場とにし
かその制限を見いださないのである。機械は一方では原料の直接的墹
力[1をひき起こす。たとえば繰綿機が綿花生産を墹川1させたように。他
方では，機械生産物の安価と変革された迦輸交通機関とは，外国市場
を征服するための武器である。外国Tlj場の手工業生産物を破滅させる
ことによって，機械経営は外国市場を強制的に帷１分の原料の生産部ｉＩｌｉ
に変えてしまう。こうして，東インドは，大プリテンのために綿花や
羊毛や大麻や黄麻やインジゴなどを生産することを強制された。大工
業の諸国での労働柵の不断の「過剰化」は，ｌｌｌ１成的な国外移住と諸外
国の植民地化とを促進し，このような外１１１は，たとえばオーストラリ
アが羊毛の生産地になったように，母国のための原料生産地に転化す
る。機械経営の主要所在地に対応する新たな国際分業がつくりだされ
て，それは地球の一部分を，工業を主とする生産場面としての他の部
分のために，農業を主とする生産場iiiに変えてしまう｡」Ｍａｒｘ［l］
－ＬＳＳ`17`1-`１７５，訳I)589。（１，１１，１Ⅱは分{'1}数を示す｡）
（７）資本主義の発展を考察する際に，このl11iIifi的な側面と使Ⅱ)価値的な
側iliiとを区別することが必要である。（(lIi(i((的な側面でみれば，Ｙｆ本主
義はlBl内TIj場を深化させることで自立的に発展可能であるが，注の
(6)の指摘からもlﾘ}らかであるが，使Ii1Iilli値の側iliiにおいてはそのこ
とは不可能である。
（８）現在の地球上において，いずれの国家にも属さない地域は存在しな
い。どの絲済緬域も，政治的にはいずれかの国家によって総括されて
いる。これらの|ＴＩＩ家によって総括された統済領域において，その生産
の全てが資本主義的なものではないにしても，それらはみな１M(易IHI係
を通じて世界Tlj場との接点をもっている。これらすべての国民経済，
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すなわち国家によって総括されたブルジョア社会と規定することはで
きないが，外側から，すなわち資本主義の中心部からみればそれは
「国民経済」とみなすことができよう。資本主義世界市場を能動的に
つくりだしてきた資本にとっては，貿易する相手地域の主要な生産関
係が，資本主義的であろうとなかろうとそのことによっては問題は生
じない。当該国の国家が，その経済領域を外側に対して開放するよう
に総括していれば櫛わない。原材料が商品として安価に輸入できれば
よいのであり，生産物が販売できればそれでよいのである。もちろん
他の社会構成体よりも，資本主義のほうがより広く，より大規模に経
済関係を取り結べることはいうまでもないことであり，その限りで資
本主義の方が好ましいといえよう。文字通り世界市場はこれらの全て
によって描成されるものであり，個別的なものとしての「国民経済」
を含むものである。
（９）現代的な観点からこの問題を検討しているものとして，鈴木［14］
がある。
(10）この各国の非対称的な柵造は，外国為替論，国際通貨論の研究によ
って明らかにされてきた。代表的なものに木下［8]，深町［25］があ
る。
(11）拙稿［28］ｐｌ)17-19。
(12）本稿では，「国際価値」ではなく「世界的価値」を使うことにする。
その理由は，「国際」という言葉には，国民経済と国民経済の間とい
う語感があり，「国際価値」は|垂1民経済を包括する世界市場における
価値の実体を表す概念としては不適切であると考えるからである。
(13）代表的なものに木下［71本原［111松丼［30]，村岡［31]，鳴
瀬［21］がある。
(l`I）代表的なものに中川［16]，庄司［12]，細居［26]，杉本［13］が
ある。
(15）多くの論者は，世界市場では社会的需要に応じた労働配分が行われ
ないという点から世界的価値の存在を否定している。たとえば，木下
［7］ppl56-157。
(16）木下［7］ｐｌ３８
(17）細居［26］pp9`1-97
(18）細居［26］ｐｌｌ２
(19）平瀬［24］ｐ5０
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(20）Ｍａｒｘ［l］-Lsl56，訳Ｉ)186
(21）木下［7］ｌ)185．従来，世界貨幣論についての論争では，国際通貨
をどのように規定するのか，国際通貨との関係は何か，に焦点をあて
て検討されてきた。筆者自身の見解は，拙稿［28］を参照してほしい
が，そこでは国際価値論との関係を捨象して考察していた。世界貨幣
を通説的に理解する見解の根拠は，ここで述べたように国際価値論に
おける一定の見解を背景にしているのであり，真に批判するとすれば
このことから検討されなければならない。先の論稿では，紙幅の関係
上この点を保ｌＷにしており，その点で不十分さを免れない。
(22）木下［8］pp73-91
(23）細居［26］Ｉ)plO3-lO4
(24）Ｍａｒｘ［1］-1,ｓ53,訳ｐ５３
(25）「人間が彼らの労働生産物を互いに価値として関係させるのは，こ
れらの物が彼らにとっては一様な人間労働の単に物的な外皮として認
められるからではない。逆である。彼らは，彼らの異種の諸生産物を
互いに交換において価値として等置することによって，彼らのいろい
ろに巡った労働を互いに人間労働として等価するのである｡」Ｍａｒｘ
［1］－１，ｓ81,訳I)p99-lOOoこの等置によって，輸入される商品の
国民的価値がはかられるのである。
(26）Ｍａｒｘ［1］‐Lss583-581，訳Ｉ)l)728-729
(27）計算されたに過ぎないという見解。たとえば木原［10］ｐｌ〕107-113
(28）生産,性の問題の解釈については大きく二つの見解に分かれている。
一方は，生産性の相違は同種商品においてのみ意味をもつものである
とする見解であり，他力は，個別商品種をこえた国民的労働の国際的
価値生産性を規定する見解である。後者の見解が支配的な見解となっ
ているが，前者の見解を否定したうえで，より生産的な国民的労働が
どの部門でも等しい「国際的価値」を生むとみなすことはあやまりで
あろう。「国民的生産力水準」概念は，本文の第４章で述べるように，
前者の見解を否定しては成立せず，逆にそれを前提にしているからで
ある。
(29）この点をとりあげているものに，木原［10］ｐｐｌｌ９～121がある。
(30）中111がいうように，価値法則の「修正はあくまで社会的に必要な労
働時間による(dli値規定の変更」のこととしなければならない。中川
［１８］ｐ52．細居［26］ｌ)I)102-103。
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(31）この条件の'19題を考慮すれば，111本のように生産的な|垂1民的労働が
現実により多くの価値を生産すると理解することはできないであろう。
そしてこのことはまた，その結果を等価交換として理解することが不
十分であることをも示している。１１１本［３４］ｐＩ)`山I～`15。
(32）自由な競争のIlill限は，資本主義の自由競争段階では例外的であるが，
帝国主義段階では一般的となる。金融資本が成立し，国内的にも独占
が主要な資本|Ｍ１関係になるからである。この点は，第４章で検討する。
(33）この点は，山本［3`I］が主張し，林［23］が「国際価値論における
コペルニクス的展|)M」としてi1l極的に評価した点であるが，このとき
から国際価値論兼において「先進国」と「発展途上国」の関係が視野
から落ちていくことになったと思われる。本稿では，この点を特に問
題としている。
(34）「価値法則の修正」命題をリカードの比較生産費説にひきつけて理
解する論者は，１１ｔ幣Ｉｌ１ｌｉ値の国民的朴1述をW(極的に肯定している。木下
［7]，行沢［35]・貨幣価値の国民的相違に対して，否定的な見解を持
つものに1'111［16］がある。両者の見解を批判的に検討したものにiIll
居［27］がある。貨幣価値のIMI題を，国民的価値体系を連結させるも
のとして検討した岐近の論稲に，石田［4］がある。
(35）以下の設例では，世界市場で基本的に一物一価の法則が成立してい
るとみなしている。世界市場における労働力配分が社会的需要に応じ
て行われ，国際社会的に均衡している状態から出発するためである。
世界市場で各国の商,W,が一物一価をとることについては，唐渡［5］
を参照。
(36）マルクスが世界貨幣としての金銀の述皿ﾉﾘを二重に規定した点はこの
点に関わっている。「金銀の流れの巡動は二Iliのものである。一方で
は，金銀の流れはその源から世界市場の全面に行き渡り，そこでこの
流れはそれぞれの国の流通部面によっていろいろな大きさでとらえら
れて，その国内流通水路にはいって行ったり，摩滅した金銀鋳食を補
填したり，著し品の材料を供給したり，議蔵貨幣に凝固したりする。
この第一の遮勅は，諸商品に実現されている各国の労働と金銀生藤国
の賀金属に実現されている労働との直接的交換によって媒介されてい
る。他方では，金銀は各国の流通部面のあいだを絶えず行ったり来た
りしている。それは，為替相場の絶え間ない振動に伴う運動である｡」
Ｍａｒｘ［1］-1,ｓ159,訳ｐｌ８９
137
(37）前章で述べたように「価値法則の修正」命題の中で生産性の格差に
よるものには限定がつけられていたが，これはこの限定が現実的に意
味を持っている場合である。
(38）金生産国であっても，常に金の輪ｌｌＩ国であるとは限らない。国内で
必要とされるすべての金量を生産することができなければ，金を輸入
せざるをえないからである。国内的に金生産部門をまったく失ってし
まった国は，金本位制の時代には余り多くはない。
(39）各国の貨幣価値が国民的労働に対して異なっていることと貨幣の世
界的価値が世界的労働に対して同一であることは決して両立しえない
ものではない。世界的価値の実体を規定する場合でも，本文で述べて
きたように各国の貨幣価値の相違を規定できるのであり，比較生産費
説を否定することにはならない。絶対的生産費説につながる誤りは平
瀬［24]，鈴木［15］に固有の問題であり，それは細居［26］によっ
て明確に否定されている。
(40）リカードを批判的に解釈し，「柑互需要の法!{|j」によって国際的な
商品交換の交換割合を求めたミルの誤りはＩﾘ}白である。』.Ｓ、ＭｉｌＩ
［3］ｐｌ)592-593訳ｐｌ)294-295．リカードの比較生産費説をミル的に
解釈せず，そのオリジナルな理解をIﾘIらかにしたことは行沢［36］の
功績である。
(41）森田［33］pp312-317。
(42）マルクスは，「剰余価値説史」で次のように述べている。「リカード
の理論でさえも－セーは述べていないことだが－ある国の三労働
日は他の国の一労働日と交換されうることを考察している。この場合
には価値の法１１ﾘは本質的な修正を受ける。そうでない場合には，一国
の内部で，熟練した複雑な労働が未熟練でIiiii単な労働に対してどうで
あるかということも，違った国々の労働１１が相互にどうであるかとい
うことも，同様であろう。このような場合には，より富んでいる国が，
より貧乏な国を搾取することになり，それは，たとえあとのほうの国
が交換によって利益をうるにしても，そうである｡」Ｍａｒｘ［2］‐Ⅱ１，
ｓ101,訳132-133。
(43）ここではその(dli値を仮に２０労働冠を持つとしているが，実際にこ
の説例ならば１９労働量と２０労働iiiの間にあることになる。数値を簡
単にするために，２０労働量にしているだけで，内容における変化は
ない。
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(`１４）生産性の|(1巡による「価値法則の修正」の意味は，この第二の不等
労働jji交換の場合をも含んでいると思われる。マルクスが「強度のよ
り大きい国民的労働」として個別商品生産部'１【jにかかわらない叙述を
している点はこのことを意味していると考えられる。したがって，本
文で述べたように媒介をつけたうえで，貨幣価価の''1連を「国民的生
産力水準」の差と規定することは十分に根拠があることである。
(`15）拙稿［28］ｐｌ６
(46）金本位制度と不換制度とを区別したうえで，不換制下における不等
Iili交換の本質について獄極的に明らかにしたものに野村［22］がある。
(47）米１１１［40]l)l)１１７～119
(`18）噸Ｈ１［29］ｌ)８７
(49）国際的労働力移動について，資本主義との関連において歴史的、か
つ理論的にlﾘ}らかにしたものに森田［32］がある。
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